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②決められた条件に従ったアウトプットを発想する能力の向上
ディスカッションを進めていくルールとして表現制約や時間制約を設けたが，その制約への
対応能力が非常に低い傾向が伺えた。例えば時間が足りない場合の代替案あるいは粘り強く考
察するといった習慣に欠けると認識した。
これはグループディスカッションでの課題認識と同様，日常生活でそういった制約条件の中
で物事を考える，進める機会が減っていることに起因していると推測される。制約のない状態
で相手に何かを伝え，共同作業で物事を組み立てる機会は本来極めて少ない。
これらについては現役学生側だけの課題認識ではない。①における課題もあわせて，課題を
克服し得るカリキュラムの充実化など，大学側でも何らかの手が打てるものと認識している。
しかもそれは就職活動支援を目的としたキャリア教育の視点ではない。ディスカッション活性
化をトリガーとした演習授業の充実や，精度の高い研究成果など，本質的なものを期待したい。
こういったカリキュラムの取り組みは他大学で本格的に取り入れたケースは少なく学習院大学
にとっても大きな強みになるものと考える。
③経営学をベースとした職種に対する理解度向上
今回事前アンケートの実施により，ある程度の現役学生の水準を想定したうえでワークショ
ップを実施したが，ディスカッションが進行するにつれて，現役学生の職種に対する理解度が
極めて低いと改めて認識させられた。
例えば志望職種で毎年上位を占める「企画」という職種についてその傾向が伺えた。本来
「事業企画」「営業企画」「商品企画」といった機能領域においてプランニングする職種として
分けてとらえるべきだが，参加メンバーは皆混在してとらえていた。以下の図は応募側学生を
志望する職種の推移を示した図である。（図23）志望職種として「営業企画，営業部門」「商
品企画・開発・設計部門」が向上していることがわかるが，アンケートに答えた学生はどこま
で「企画」という職種を理解したうえで答えたか極めて疑問が残る。
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学習院大学経済学部湯沢ゼミナール公開講演会・ワークショップ
図23　志望の職種３年間推移�
資料出所：毎日コミュニケーションズ　2005年度大学生の就職意識調査から作成�
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何より問題だと感じたのが今回の参加者が経営学を専攻している現役学生ということだ。経
営学における専門領域について研究活動を進めると同時に，企業運営と事業運営の仕組みにつ
いて基本を洗い直すことが何よりも肝要ではないかと感じた。
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